
 

令和８年度鳥取県非正規雇用労働者等が働きながら学びやすい  

職業訓練委託業務仕様書  

 

１  委託要件  

（１）訓練内容  

適切な訓練目標、仕上がり像及び内容（カリキュラム）を設定するととも

に、非正規雇用労働者の正社員化又は職業転換（雇用保険適用）に資する訓練

を実施すること。  

適切な教材等を用意すること。  

訓練生に対し、能力取得状況の確認と修了認定を適切に行うこと。  

（２）訓練実施施設  

スクーリングによる訓練を実施する上で必要となる教室、設備、備品等を所

有又は賃貸借契約等しており常に使用できる状態であること。（詳細は別紙の

とおり）  

（３）運営体制  

職業訓練サービスの質向上を目指す「民間教育訓練機関における職業訓練サ

ービスガイドライン」（平成２３年策定）を活用した「民間教育訓練機関にお

ける職業訓練サービスガイドライン研修」を修了し、委託契約を締結する日に

おいて有効な受講証明書を有する者が委託先機関に在籍していること又は委託

先機関がＩＳＯ２９９９３（公式教育外の学習サービス－サービス要求事項）

及びＩＳＯ２１００１（教育機関－教育機関に対するマネジメントシステム－

要求事項及び利用の手引）を取得していること。  

訓練終了後アンケート実施ができる体制が取れていること。  

鳥取県産業人材育成センター（以下「センター」という。）が訓練生の状況

等を適宜把握することができるような体制とすること。  

（４）指導体制  

訓練の指導を担当する者は、職業訓練指導員免許を有する者又は学歴、実務

経験等の要件に適合するなど、職業訓練の適切な指導が可能であると認められ

る者とすること。なお、学歴、実務経験等の要件に適合するとは、職業能力開

発促進法（昭和４４年法律第６４号。以下「能開法」という。）第３０条の２

第２項の規定に該当する者であり、職業訓練の適切な指導が可能であると認め

られる者（担当する科目の訓練内容に関する実務経験を５年以上有する者や学

歴又は資格によって担当する科目の訓練内容に関する指導能力を明らかに有す



 

ると判断される者等職業訓練の適切な指導が可能な者を含む。）であること。  

なお、講師の配置については、実技・学科ともに１人以上配置すること。  

（５）受講継続のための伴走支援体制  

訓練生が働きながら学ぶ状況下で訓練の効果を高めるため、訓練生の孤独

感・不安感の払拭及び途中離脱の防止が必要であることから伴走支援担当者を

１人以上配置すること。  

なお、伴走支援体制については、訓練生に連絡先・実施方法など必要事項を

周知し、適切に実施できる環境を構築するとともに、伴走支援担当者が適時問

合せに対応できる体制とすること  

（６）キャリア形成支援体制  

キャリア形成支援責任者（能開法第３０条の３に規定するキャリアコンサル

タント）、キャリアコンサルティング技能士（１級又は２級）又は能開法第２

８条第１項  に規定する職業訓練指導員免許を保有する者（以下「キャリアコンサ

ルタント等」という。）を配置すること。  

（７）障害者に対する合理的配慮について  

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２５年法律第６５）

第５条及び第８条に基づき、障害者（同法第２条第１号の障害者をいう。）か

ら現に社会的障壁（同法第２条第１号の社会的障壁をいう。）の除去を必要と

している旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重

（以下「過重な負担」という。）でないときは、障害者の権利利益を侵害する

こととならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会

的障壁の除去（自ら設置する施設の構造の改善及び設備の整備、関係職員に対

する研修等）の実施について必要かつ合理的な配慮をすること。なお、過重な

負担となる場合は、合理的配慮の提供義務に反しないものの、他の方法で社会

的障壁の除去ができないか当該障害者とともに解決策の検討に努めること。  

 

２  委託業務内容  

（１）職業訓練の実施  

ア  訓練対象者  

訓練生は、次のいずれにも該当する者とする。ただし、一の訓練コース以

外の訓練コースに応募中の者、受講中の者又は同一年度に他の訓練コースの

受講を修了した者を除くものとすること。  



 

①  在職中の者であって、非正規雇用労働者（有期雇用労働者、パートタ

イム労働者、派遣労働者）又は処遇・待遇が非正規雇用労働者と同等で

あると認められる者  

②  現職若しくは現職と異なる職種での正社員化又は職業転換を目指して

いる者（他社への再就職のみならず自社での正社員転換を含み、雇用保

険適用となる転換であること。）  

③  訓練の受講修了まで継続して受講する意思が認められる者  

④  訓練の委託先機関から都道府県等及び厚生労働省への個人情報提供に

同意した者  

⑤  訓練効果に関する調査への協力に同意した者  

 

イ  受講コース（訓練時間、定員、期間）  

職業能力開発促進法施行規則第９条に規定する短期課程の普通職業訓練と

し、以下の表のとおりとする。  

訓練科名  定員  開始時期（予定）  標準訓練時間  

介護職員初任者研修科①②  １４人  令和８年１０月以降  １６０時間  

簿記 2級習得科①②  １４人  令和８年１０月以降  １８０時間  

ＭＯＳ取得科①②  １４人  令和８年１０月以降  １８０時間  

医療事務科  １４人  令和８年１０月以降  １６０時間  

ＩＴパスポート×ＰＣスキル

習得科  

１４人  令和８年１０月以降  １８０時間  

 ※開始時期については、事前にセンターと調整の上、令和９年３月３１日

までに実績報告ができる計画とすること  

 ※介護職員初任者研修科については、受託者において厚生労働省令で定め

る基準に適合する研修を修了した旨の証明書の交付を行う事  

ウ  訓練実施方法  

以下３通りの実施方法から任意の一つまたは組み合わせにより訓練を実施

すること。ただし、ｅラーニングのみの訓練は原則不可とし、ｅ  ラーニン

グにより実施する場合は、他の実施方法の一つまたは両方を組み合わせて実

施すること。  

①  同時双方向  

テレビ会議システム等を使用し、講師と訓練生が映像・音声により互い

にやり取りを行う等の同時かつ双方向に行われるもの  



 

②  ｅラーニング  

通学によらない録画した訓練の動画を訓練生が視聴する方法等により行

われるもの  

③  スクーリング  

エ  訓練日、単位  

訓練は平日夜間や土日に行うものとする。ただし、ｅ  ラーニングにおいて

はこの限りではない。  

１単位時間の訓練を４５分以上６０分未満とする。  

オ  訓練カリキュラム  

地域特性、求人・求職者ニーズ等を適切に分析し、安定した継続雇用につ

なげるために必要な訓練目標及び仕上がり像を設定し、それらを達成するた

めに必要な訓練カリキュラムを設定すること。  

訓練コースは委託に係る訓練生のみを対象としたコースを設定すること。  

カ  教材・テキスト  

教科書、教材、作業服等訓練生の所有物になるものは、自己負担とする。

自己負担を求める金額は、募集案内に明記し、領収書を発行すること。有償

とする教科書等の内容、数量、金額等は、訓練に真に必要なものに限定する

とともに、低廉な額となるよう配慮すること。 

キ  補講の取扱い  

補講等を実施する場合の費用は、訓練生の負担とはしないものとする。ま

た、当該補講等を実施したことにより、欠席した時間と同程度の受講が認め

られる場合、訓練設定時間数を上限とし、受講時間として算出して差し支え

ないものとする。ただし、訓練終了（予定）日の翌日以降に実施する補講等

は、費用を徴収しない場合でも、委託費の算出対象となる訓練実施時間には

含まないものとする。  

（２）募集、広報及び選考  

ア  募集・広報  

訓練生の募集及び広報は、受託者により行うこととし、訓練コースに係る

訓練受講者を募集するホームページを作成するとともに、ホームページ上に

訓練コースの申込受付フォームを設けること。  

受託者は上記で受け付けた訓練受講申込者に対し、別途センターが指定す

る入校願書を申込者に渡し、必要事項を記載の上、回収し訓練生選考の２開



 

庁日前までに、センターに提出すること。  

受託者はセンターと事前協議の上、以下の内容を含めた募集チラシ等を作

製すること。  

・訓練コース名、訓練時間、募集期間、申込受付ＵＲＬ（ＱＲコードで

も可）  

・受講対象者の条件（資格、学歴、本事業の受講対象者の条件）  

・訓練目標、仕上がり像、訓練カリキュラム、取得可能な資格  

・自己負担の内容・金額の目途（保険を含む）  

・訓練実施会場案内図（スクーリングの場合）  

・その他募集に関しての必要事項  

受託者は募集チラシの電子データ提供を県に対して行うものとする。（募

集情報については県の産業人材課のページに掲載を行います。）  

同時双方向又はｅラーニングによる訓練において必要となる設備・推奨環

境（受託者において用意する設備等があれば、その設備等を含む。）、パソ

コンスキル等の内容は、訓練生募集案内等に明記するほか、受講説明会等に

おいても説明すること。  

(注 )募集チラシのイラスト等は、著作権に支障がないものを使用すること。  

イ  訓練生選考  

訓練生の選考について、受託者は、選考を実施（筆記試験、適性検査、面接

等の実施。会場は受託者が提供する。）すること。  

選考に当たっては少なくとも１回は面談（同時双方向による面談を含む）

により、応募動機・受講意欲、就職意欲等を確認するとともに、本事業の目

的（正社員化や職業転換（雇用保険適用）を目指すものであることなど）、

当該職業訓練の具体的な内容、目指す仕上がり像等について説明すること。  

当該訓練の受講が希望者自身の職業生活設計、職業能力の開発・向上に資

するものであるかについて相談を通じて確認するとともに、必要に応じて助

言を行うこと。  

なお、最終的な判断はセンターが行うものとし、面談での聞取り項目等に

ついては事前にセンターと調整すること。  

（３）入校、修了等に係る業務  

ア  入校式、修了式の実施  

入校式、修了式等の実施は受託者が必要に応じて実施することとし、セン



 

ターの関与は不要とする。  

イ  訓練の終了  

訓練の修了については、①及び②のとおりとし、訓練時間に①と②が含ま

れるコースについては、双方の要件を満たすこと。  

①  スクーリング及び同時双方向について  

訓練生が訓練設定時間を受講し、訓練終了時に訓練生の保有する技能及

びこれに関する知識の程度が修了に値すると認められる場合に修了させる

こと。なお、所定の訓練以外に補講等を実施し、その結果、修了に値する

と認められた場合にも、訓練を修了させることができる。  

また、訓練生が疾病その他やむを得ない事由により所定の訓練の一部を

受けていない場合については、当該訓練生の訓練受講時間が、教科編成に

おいてあらかじめ定められた学科及び実技の訓練設定時間のそれぞれ８

０％に相当する時間以上でかつ当該訓練生の保有する技能及びこれに関す

る知識の程度が修了に値すると認められる場合、訓練を修了させることが

できることとする。  

②  ｅラーニングについて  

上記①にかかわらず、ｅラーニングによる訓練は、以下の要件の全てを

満たす者については、訓練の修了を認めること。なお、ｅラーニングによ

る訓練においては、補修・補講という概念がないものとする。  

・ｅラーニングによる訓練において、カリキュラムの全てを受講した者  

・ｅラーニングによる訓練において、全ての確認テストで８割以上の得点

に達した者  

修了を認定したときは、センターに報告すること。  

ウ  コースの中止  

募集締切時の応募者が、７人を下回っている場合、センターと協議し、当

該訓練コースについて中止することができる。  

中止とした場合においては、応募者に遅滞なく報告すること。  

エ  退校等の処分  

①  センターは、以下の事項に該当する訓練生を確認した場合は、当該訓練

生に対し、退校等の処分を行う。  

・受託者及びセンターの職員の指示に従わない等訓練の運営の規律を乱した

場合  



 

・欠席、遅刻及び早退が著しく多いなど訓練生として相応しくない場合  

・訓練の修了が見込まれず、継続の意思がない場合  

・その他訓練の受講継続が困難である場合  

②  ｅラーニングによる訓練は、上記①によるほか、次のいずれかに該当す

ると認められたときは、退校処分を行う。  

・ｅラーニングによる訓練受講時間の不足などにより、訓練修了の見込みが

無く、継続の意思がないとき  

・訓練生本人以外の者による代理受講（なりすまし）をおこなったとき  

・コンテンツの利用に係る著作権等の侵害をおこなったとき  

なお、ｅラーニングによる訓練受講時間の不足により修了の見込みが無く

なった時点とは、「すでに履修した時間数（ｅラーニングによる訓練履修時

間数）」と「１日の学習可能時間（６時間）×算定除外日（ｅラーニングに

係る関係機器等システムのメンテナンスによりあらかじめ設定した受講困難

な日）を含めた残日数」による時間の合計が、カリキュラムの全学習時間を

下回ることが確実となった時点とする。  

（４）訓練生の管理  

訓練生について以下に定める事項について適切な管理を行うこと。  

・訓練生の出欠席の管理及び指導  

・訓練の指導記録、伴走支援記録の作成  

・訓練生の欠席届等に係る各種証明書等の添付の確認及び提出指導  

・訓練生の住所、氏名の変更に係る事務処理  

・訓練生の中途退校に係る事務処理  

・災害発生時の連絡関する事務  

・出席簿を含む訓練実施状況の把握及び報告  

・訓練生の能力習得状況の確認及び修了認定の実施  

・その他、センターが訓練実施に必要と認める事項  

（５）履修確認（同時双方向又はｅラーニングによる訓練）  

ア  訓練生本人の確認  

同時双方向又はｅラーニングによる訓練における「なりすまし」による不正

受講を防止するため、訓練受講時に訓練生本人であることを、個人認証  ＩＤ  

及びパスワードの入力により確認できるものを原則とすること。また、個人認

証  ＩＤ  及びパスワードの入力以外にもＷＥＢカメラ、メール、電話等により



 

訓練生本人であることを確認できることが望ましいこと。  

イ  訓練受講状況の確認  

ｅラーニングによる訓練が適切に実施されていることを、訓練の受講管理の

ためのシステム（Learning Management System．以下「ＬＭＳ」という。）

の機能を活用して確認するとともに、必要に応じ、ＬＭＳ機能以外の手段を適

宜組合せて行うこと。その際、ｅラーニングによる訓練の進捗に遅れがみられ

る訓練生に対しては、適切な助言指導を行うこと。  

（６）受講継続勧奨及び学習支援（伴走支援）  

受託者は、訓練期間中、訓練生の伴走支援に努めること。  

ア  訓練生同士及び訓練生と講師の間におけるコミュニケーション機会の確保  

スクーリングの機会の設定がない訓練については、ビジネスチャット等の

活用による訓練生同士及び訓練生と講師との間のコミュニケーション機会の

確保を行うこと。  

イ  伴走支援の実施  

訓練生の受講継続、訓練内容の適切な理解の促進等のための対面、Ｗｅｂ  

会議システム、オンライン掲示板、ビジネスチャット、メール等による伴走支

援を実施すること。伴走支援については、訓練生からの訓練内容に係る問い合

わせを受けて実施することに加え、訓練生の受講状況及び能力習得状況に課題

がある者に対しては、受託者自らが能動的に実施すること。また、確認テスト

の結果が不合格であった訓練生に対し、合格の基準に達するまでの支援を実施

すること。なお、伴走支援については、訓練生に連絡先・実施方法など必要

事項を周知し、適切に実施できる環境を構築するとともに、伴走支援者が適

時問い合せに対応できる体制を確保するとともに、当該対応時間についてオリ

エンテーション等において周知すること。  

ウ  ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング  

受託者はキャリアコンサルタント等を配置し、当該キャリアコンサルタント

等が「キャリア・プランシート」、「職務経歴シート」、「職業能力証明（免

許・資格）シート」、「職業能力証明（学習歴・訓練歴）シート」及び「職

業能力証明（訓練成果・実務成果）シート」を活用したキャリアコンサルテ

ィングを実施すること。  

（７）アンケートの実施  

受託者は、訓練修了者に対して訓練終了時、訓練修了３か月後及び訓練修了



 

６か月後に、「訓練修了者アンケート」を配付し、記入依頼を行い、回収・集

計を行うこと。  

アンケートの項目については、就業状況（※）、訓練生の支援内容の評価・

課題等が分かる内容とし、事前にセンターと協議を行うこと。  

回収したアンケートをセンターに報告すること。  

※就業状況  

①  異なる職場で正規雇用労働者として就職  

②  同一の職場において正規雇用労働者に転換  

③  賃金水準が向上  

④  上記のいずれにも該当しない  

 

３  訓練生の自己負担  

（１）受講料  

委託訓練の受講料は５，０００円（税込）とし、原則として返還しないこと

を説明の上、訓練開始までに受託者が直接徴収すること。また、訓練生の負担

を軽減するため、可能な限り委託金額の範囲内で教科書、教材等を賄うように

すること。  

（２）その他の自己負担  

企業実習等で訓練生に交通費等の負担が発生する見込みがある場合は、募集

チラシに見込み額を記載するものとする。訓練生から交通費等を徴収する場合

は、領収書を発行すること。  

（３）保険  

訓練の実施方法に応じて、訓練生にできる限り訓練生総合保険（有償）に加

入させるようにすること。実習付き訓練については、保険加入は必須とする。  

 

４  同時双方向又はｅラーニングによる訓練について  

（１）訓練に必要な設備・推奨環境  

パソコン等通信機器は、訓練生が自ら用意する、又は訓練生からの希望若し

くは訓練の実施における必要に応じて受託者が貸与（受託者が所有する若しく

はリース又はレンタル契約により調達したものに限る）するものとし、受託者

が貸与する際は、受託者と訓練生の間で誓約書を取り交わさせること。なお、受

託者は、訓練生が一般的な設備・推奨環境で訓練が実施できる訓練コースを設定



 

するよう努めること。  

同時双方向又は ｅ  ラーニングによる訓練において必要となる設備・推奨環境

（受託者において用意する設備等があれば、その設備等を含む。）、パソコンスキ

ル等の内容は、訓練生募集案内等に明記するほか、受講説明会等においても説明

すること。  

（２）推奨訓練日程の作成  

訓練期間の各日及び１箇月単位ごとに受講すべき科目や細目等を示した推奨

訓練日程計画を作成することとし、カリキュラムの履修順番、履修すべき期限

又は期間、必要に応じてスクーリング及びジョブ・カードを活用したキャリア

コンサルティング日程等とその内容を明記すること。  

その上で、訓練生の都合に応じて個人が受講しやすい訓練の受講計画の作成

や、習熟度の向上や応用力の修得等のために必要な措置を講ずることが望まし

いこと。  

（３）ｅラーニング教材  

ｅラーニングによる訓練に用いる教材は、原則として情報通信技術により構成

され、かつ提供されるものであること。  

教材は、スクーリング及び同時双方向による訓練と同等の訓練効果が期待で

きるものであれば、表現方法・学習形式・配信方法などを限定しないが、次の

ア及びイで構成されている必要があること。  

教材は、受託者が自ら作成したものであることが望ましいが、外部企業等が

提供する教材を受託者が選択し使用することも可能とすること。  

なお、後者の場合においては、訓練の再委託にはあたらないものとする。  

 

ア  学習パート  

講義動画、映像、シミュレーション、説明画面、音声、テキスト、視聴

型、操作型。  

イ  確認テスト  

職業能力に関する専門科目について、最小訓練単位ごとに訓練の受講管理

のためのシステムであるＬＭＳ上で習得度確認（以下「確認テスト」とい

う。）を行い、確認テスト実施後は、訓練生ごとに評価、採点又は判定等

（以下「評価等」という。）を行い、評価等の結果提示及び当該結果に基づ

く添削指導を行うものであること。  



 

なお、１日以内の訓練内容を確認できることが望ましいが、訓練内容に応じ

て１週間以内の訓練内容を対象とした確認テストでも可能とする。  

また、確認テストは８割以上の得点に達していることで合格とし、一度不

合格になった訓練生も再度確認テストを受けることができるようにするこ

と。  

（４）標準訓練時間  

ｅラーニングによる訓練においては、最小訓練単位ごとに標準訓練時間を設

定すること。  

標準訓練時間は、最小訓練単位ごとの学習パート、確認テストのほか、その

他説明、練習問題、習熟のための反復学習など、最小訓練単位ごとに設定され

る目標到達に必要な全ての訓練を含むものとすること。  

（５）訓練の受講管理  

ｅラーニングによる訓練に用いる教材は、ＬＭＳとして次の各機能を備えるこ

と。 

なお、教材と ＬＭＳの各機能は、同一のシステム上で運用されることが望ましい

が、受託者の適切な管理の下、複数のシステム・手段を併用することも可能とす

る。  

ア  訓練履歴の記録  

訓練生のログイン及びログアウト時刻の記録等により、訓練受講時間を暦

日ごとに記録・管理できること。  

イ  訓練の進捗状況及び習得状況の記録  

訓練生のアクセスした教材及び訓練の進捗状況を暦日ごとに記録・管理で

きること。 

教材に付随する確認テストの実施状況と成績の記録及び管理ができること。  

ウ  訓練許可の管理  

訓練生に対し訓練受講を許可するコンテンツの管理（コンテンツの選択、

選択されたコンテンツへのアクセス権付与、ロック及びアンロック等）がで

きること。  

エ  訓練履歴の通知  

暦日毎のログイン及びログアウト時刻等について、訓練生の求めに応じ

て、訓練生に通知することができること。  

オ  コミュニケーション  



 

訓練生からの訓練内容等に関する質問や相談に対し、適切に対応できる機

能を有していることを原則とするが、上記機能を有していない  ＬＭＳである

場合は、メールやビジネスチャット、オンライン掲示版、Ｗｅｂ 会議システ

ム等を用いて受託者と訓練生がコミュニケーションを行える体制を整備するこ

と。  

訓練内容に関する質問等については、外部企業が提供する教材の使用如何

に関わらず、受託者が対応すること。  

ｅラーニング教材の操作等に関する質問については、原則として、受託者

が対応すること。ただし、情報通信機器の専門性を必要とする場合に限り、

ｅラーニング教材又は  ＬＭＳを提供する企業を、受託者の代理窓口として対

応することも可とするが、この場合であっても、受託者と教材等提供企業の間

で、問合わせ内容に応じた対応体制を整理するとともに、あらかじめ訓練生

に確実に周知すること。 

 

５  業務の適正な実施に関する事項  

（１）委託訓練業務の再委託の禁止  

受託者は、受託者が行う業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせることは

できない。ただし、業務を効率的に行ううえで必要と思われる業務については、

県と協議の上、業務の一部を委託することができる。  

（２）個人情報保護  

受託者が本委託事業を行うに当たって個人情報を取り扱う場合は、個人情報

の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第６６条に基づき、その取扱い

に十分留意し、漏えい、滅失及びき損の防止その他個人情報の保護に努めるこ

と。  

（３）守秘義務  

受託者は、本委託業務を行うに当たり、業務上知り得た秘密を他に漏らし、

又は自己の利益のために利用することはできない。また、委託業務終了後も同

様とする。  

（４）情報セキュリティ  

本委託業務の遂行にあたっては、「鳥取県情報セキュリティポリシー」（鳥

取県情報セキュリティ基本方針）を遵守すること。 

（５）証拠書類の取扱い  



 

受託者が訓練生に提出を求めている書類のうち、訓練生本人の自署欄がある

書類について、原本の写しにより提出されたもの（ＰＤＦ等の電子媒体を含

む）についても、受託者が当該提出書類の原本を委託事業の終了（中止又は廃

止の承認を受けた場合を含む）の日の属する年度の終了後５年間、又は現に監

査、検査、訴訟等における対象となっている場合においては、当該監査、検

査、訴訟等が終了するまでの間のいずれか遅い日までの間保存すること。  

 

６  委託契約の解除  

委託契約は、次のいずれかに該当するときは変更又は解除することができる。  

（１）受託者が特別の事情により、センターの長又は知事等に対し委託契約の変更

又は解除の協議をし、同意を得たとき。  

（２）次のいずれかに該当するとセンターの長又は知事等が認めたとき。  

・委託契約締結後の事情の変更により当該委託訓練を実施できなくなった場合  

・受託者が、委託契約の内容又はこれに付した条件に違反した場合  

 

７  委託費  

（１）経費  

離職者訓練の実施に必要な経費（以下「訓練実施経費」という。）及び通信

機器貸与費に係る経費を次のとおり支払うものとする。  

ア  訓練実施経費  

修了者一人当たり単価を２，０００円（外税）×総訓練時間とし、未修了

者については、一人当たり単価を２，０００円（外税）×受講時間とする。  

なお、委託費支払時は受講料５，０００円（内税）を差し引いた額を支払

う。  

 

【算出式】  

（訓練１時間当たりの単価×総訓練時間×訓練生数）×１．１－（受講料

５，０００円×訓練生数）  

 

イ  通信機器貸与費  

令和８年度に実施のＭＯＳ取得科、ＩＴパスポート×ＰＣスキル習得科に

限り、受託者が訓練実施期間中にパソコン及びモバイルルーター等情報通信



 

機器（以下「パソコン等通信機器」という。）をリース又はレンタル契約等

により用意し、訓練生に対し同時双方向又は ｅラーニングによる訓練に必要

な設備として貸与した場合（受託者が所有するパソコン等通信機器を訓練生

に貸与した場合を除く。）には、通信機器貸与費として、パソコン等通信機

器のリース又はレンタルに要した経費の実費（通信費を含む。貸与した訓練

生１人１月当たり１５，０００円（外税）を上限とする。）を支給する。  

 

８  契約に関する事項  

契約期間及び訓練実施期間に変更があった場合は、契約の変更を行う。  

受託者は、契約保証金として契約金額の１００分の１０以上の金額を納付しなけ

ればならない。  

この場合において、鳥取県会計規則（昭和３９年鳥取県規則第１１号。以下「会

計規則」という。）第１１３条第１項に定める担保の提供をもって契約保証金の納

付に代えることができる。  

なお、契約保証金の免除の規定 (会計規則第１１２条第４項 )に該当する場合は、

契約保証金の全部または一部を免除する場合がある。  

 

９  委託業務の円滑な実施  

受託者は、委託業務を適正かつ円滑に実施するため、常にセンターと密接な連

絡をとり、随時十分な打ち合わせを行うこと。  

受託者は、委託業務履行中にセンターが報告を求めたときは、その指示する方

法により速やかに報告すること。  

 

１０  その他  

本仕様書に明示なき事項又は業務上疑義が生じた場合は、センターと協議の

上、業務を進めるものとする。 

  



 

別紙  

 

（ア）訓練を実施する上で必要となる教室、設備、備品等を所有又は賃貸借契約

等しており常に使用できる状態であること。なお、企画提案書提出以降、

訓練実施施設の変更は原則認められない。  

（イ）教室面積１人当たり１．６５平方メートル以上、パソコン１人１台以上

（情報通信系に限る。）であること。  

（ウ）訓練生が快適に訓練を受講できる照明、空調・換気、トイレ等施設・設備

が整備されていること。  

（エ）教室には、訓練に必要な訓練生用の机、いす及びホワイトボード等が必要

数設置されていること。  

（オ）カリキュラムにパソコンを使用する内容が含まれる場合は、次の条件を満

たしていること。  

ａ  パソコンについては、１人１台の割合で設置されていること。  

ｂ  ソフトウェアについては使用許諾契約に基づき、適正に使用できるも

のであること。  

（カ）訓練生の利便性を確保するため、訓練開始時刻の３０分前には教室を開場

し、訓練生が入室できるようにすること。  

また、教室内の環境については、必要に応じて事前に空調を調整するな

ど、訓練に臨める状況を整えておくこと。  


